


























































































とも小さい 100 － 299 人規模でも、産業による





























数を 100 として、a. 労使協議制の割合はざっと
その 40％前後、b. 経営・生産関連事項をあつ




































































はイ . 経営側からの情報分与 information sharing






























同意 協議 意見 広義の協議 説明 付議事項計
（1） （2） （3） （1）＋（2）＋（3） （4）
経営の基本方針
　企業レベル 4.6 6.0 8.8 19.4 52.5 71.8
　事業所レベル 3.6 7.3 6.9 17.8 47.6 65.4
　計 4.1 6.6 7.8 18.5 50.1 68.7
生産販売の基本方針
　企業レベル 3.1 8.4 10.3 21.8 48.9 70.7
　事業所レベル 2.6 8.6 8.1 19.3 47.4 66.7
　計 2.8 8.5 9.2 20.5 48.2 68.7
注： 「企業レベル」とは、この調査では「複数事業所をもつ企業」と「単独事業所」の計とする。「単独事業所
とはその企業がひとつしか事業所をもたないばあいをいう。それ以外を「事業所レベル」とした。





























ト数である（「第 13 表」p.100 － 1）。それが企
業規模別にわかる。念のためその数値を再掲す
れば、5,000人企業規模以上14.3％、1,000－4,999
人規模、23.9％、300 － 999 人規模、14.4％、























評価は高く 9 割をこえる。もっとも小さい 100



















































　1 年未満 76.1 53.1
　1 － 4 年 82.6 61.0
　5 － 9 年 90.5 69.4
　10 － 19 年 94.4 73.2






　5,000 － 92.3 68.7
　1,000 － 4,999 91.2 69.7
　300 － 999 90.4 70.1
　100 － 299 85.6 63.9
年齢別
　男
　－ 19 82.3 54.9
　20 － 24 90.6 68.1
　25 － 29 94.9 74.5
　30 － 34 96.5 77.9
　35 － 39 96.7 74.8
　40 － 44 96.0 72.4
　45 － 54 93.7 66.6
　女
　－ 19 59.9 41.6
　20 － 74.8 53.0
　25 － 81.9 58.7
　30 － 76.5 54.2
　35 － 76.2 53.0
　44 － 79.3 53.1












ない」のは 1 年未満者で 23.9％、それにつぐ 1

























でも 8 割をこえる。あとは 90％ないしそれを
上回る。まさに圧倒的多数が「知りたい」と答











































































1977 1984 1977 1984 1977 1984
勤続（年）
　－ 1 91.0 79.9 66.7 58.8 18.5 14.5
　1 － 4 85.0 84.2 60.4 58.5 17.6 17.6
　5 － 9 87.2 83.3 63.1 63.1 17.4 13.2
　10 － 19 90.2 87.5 68.3 66.4 14.3 12.3
　20 － 90.6 88.2 70.5 70.3 9.0 11.7
職種
　事務・技術・研究 89.3 88.3 65.5 66.5 17.1 14.0
　生産・技能 87.3 80.7 66.3 60.3 16.2 12.8
　販売・サービス 89.8 88.3 65.6 68.6 15.8 12.3
組合
　加入 89.5 88.9 66.8 67.7 16.8 14.1
　加入せず 83.1 84.2 61.7 53.7 13.9 11.0
　組合なし 82.5 74.6 59.3 55.1 11.9 11.9
年齢　男
　－ 19 87.6 76.1 65.4 50.8 18.6 21.6
　20 － 24 90.8 88.1 67.3 62.9 19.6 20.6
　25 － 29 89.9 89.4 63.0 66.2 20.9 15.3
　30 － 34 90.1 90.3 66.4 69.5 16.3 12.8
　35 － 39 92.9 90.5 70.0 66.0 14.1 10.2
　40 － 44 90.5 90.3 72.5 72.1 11.6 10.2
　45 － 54 87.5 87.6 69.2 67.7 12.5 9.9
　　女　
　－ 19 78.9 72.5 55.5 55.8 17.6 15.4
　20 － 24 85.0 82.6 60.0 64.3 21.0 14.7
　25 － 29 82.4 86.4 61.6 62.7 17.0 18.
　30 － 34 79.1 79.6 56.9 57.9 13.1 13.1
　35 － 39 79.5 81.9 59.6 64.6 12.6 10.7
　40 － 44 78.0 74.5 63.4 57.7 6.1 11.2
　45 － 54 78.0 65.9 57.1 58.2 9.0 9.3
注：労働者数の割合は、もとの調査報告書の掲載数値を、すべて調査労働者数を 100 とする数値に換算している。









として、当然ながら 6 － 7 割という大多数が労
使協議制を希望している。おどろくべきは、調















ど勤続 1 年未満層あるいは一部の層で 77 年よ
り少なくなるけれど、その差は小さく、女性の
25 歳層以上でむしろ多少とも上回ったり、他



































勤続年数 反映していると思う 反映しているとは思わない わからない
1 年未満 13.9 25.7 51.3
1 － 4 12.7 39.9 32.5
5 － 9 16.7 45.3 25.3
10 － 19 27.0 40.2 25.2



















































1984 － 5 年、1994 － 5 年、 そ し て 1999 －





























































たのが表 4 － 5 である。
つよい経営参加への関心―先進国に共通





































日本 31.0 17.0 22.7 24.0 3,077
ドイツ 51.3 20.6 17.5 12.9 394
フランス 無記入 23.3 無記入 無記入 537
イタリア 29.0 14.3 14.4 22.6 972
スエーデン 44.7 19.1 19.6 8.0 851
英 50.1 19.7 15.0 17.6 716




































































































































































































































































































































77 年 84 年までは事業所規模 100 人以上であっ
た の が、89、94 年 と 50 人 以 上 規 模、99、
























































































































90 年代 6 割弱ないし 4 割強へと低下した。そ

































表 5－ 1　労使協議制の広がり―事業所票、事業所数の割合、調査事業所数＝ 100
（％）
年次
2009 2004 1999 1994 1989 1984 1977
企業規模計 39.6 37.3 41.8 55.7 58.1 72.0 70.8
5000 － 74.7 80.8 77.9 72.4 73.3 94.2 92.6
1000 － 4,999 67.0 64.6 66.1 68.4 67.9 83.6 85.7
300 － 999 45.6 47.0 60.1 62.2 66.6 74.4 73.0
100 － 299 37.3 35.0 37.3 47.6 49.9 57.6 54.7
50 － 99 25.4 22.8 24.2 49.0 50.5 － －
30 － 49 21.2 10.4 16.5 － － － －
労働組合
あり 83.3 80.5 84.8 80.7 77.8 87.9 82.8






























移をみるには、この点だけは 77 年よりも 84、






うえの注意点をふまえると、表 5 － 2 すなわ





表 5－ 2　労使協議制の広がり―個人票、労働者数の割合、調査労働者数＝ 100
（％）
年次
2009 2004 1999 1994 1989 1984 1977 ＊ 1
企業規模 ＊ 2
計 43.5 49.3 53.2 63.2 68.1 83.6 （62.8）
5000 － 74.1 79.2 － 88.5 90.9 92.1 （77.1）
1000 － 4999 58.9 64.4 － 86.3 81.6 90.2 （65.9）
300 － 999 48.9 43.0 － 65.8 71.8 78.1 （61.0）
100 － 299 30.6 38.0 － 47.6 51.5 63.2 （43.1）
50 － 99 25.7 26.2 － 27.2 29.7 － －
30 － 49 27.5 13.7 － － － － －
男 47.8 56.2 61.7 68.7 75.1 88.8 67.0
女 36.9 37.1 36.2 50.7 54.0 70.2 50.0
労働組合あり 75.3 89.0 89.1 71.9
＊ 3




























































2009 2004 1999 1994 1989 1984 1977
企業規模
計 8.8 6.0 6.6 8.5 7.4 9.6 13.7
5000 － 26.8 20.7 19.0 12.0 16.1 15.8 21.2
1000 － 4999 11.1 8.8 6.4 9.5 7.4 7.1 13.1
300 － 999 6.7 8.7 6.5 10.7 5.8 10.1 10.4
100 － 299 7.1 3.8 4.6 5.4 4.5 8.2 11.9
50 － 99 7.0 2.7 4.8 8.5 6.8 － －
30 － 29 3.3 1.5 3.7 － － － －
労働組合あり 19.9 13.1 12.8 11.6 9.9 12.1 15.3

























への発言である。表 5 － 4 である。





















の割合をしめしたのが表 5 － 5 である。
表からつぎのことがわかる。労使協議制の衰






2009 2004 1999 1994 1989 1984 1977
企業規模
計 10.9 8.2 7.9 10.6 11.6 15.7 16.3
5,000 － 23.5 21.9 21.4 15.4 18.1 18.7 23.3
1,000 － 4,999 14.4 8.9 7.7 9.4 12.6 13.4 14.5
300 － 999 9.6 12.3 5.1 11.1 7.2 13.3 13.3
100 － 299 12.5 6.7 5.9 7.1 9.1 16.4 16.1
50 － 99 7.6 4.7 6.7 12.1 12.9 － －
30 － 49 5.6 3.6 5.7 － － － －
労働組合あり 21.7 16.0 15.8 13.0 13.0 17.9 17.0







2009 2004 1999 1994 1989 1984 1977
企業規模 ＊ 1
計 18.9 21.5 20.2 30.8 32.4 （34.8） 46.6
5,000 － 34.0 38.9 － 48.2 45.5 42.8 49.7
1,000 － 4,999 24.9 28.0 － 47.0 37.7 39.1 46.4
300 － 999 26.7 15.3 － 26.7 31.0 31.3 43.9
100 － 299 9.4 15.2 － 19.7 22.9 24.6 42.2
50 － 99 7.5 10.4 － 16.0 16.8 － －
30 － 29 14.8 5.4 － － － － －
男 23.8 28.2 25.4 37.4 40.9 45.6 51.3
女 11.3 9.7 9.8 16.1 15.2 12.7 27.0
勤続年数
1 年未満 13.1 3.8 2.0 6.2 － 8.8 17.3
1 － 4 8.3 10.4 9.1 13.5 － 16.1 29.8
5 － 9 16.1 14.7 17.0 24.7 － 31.6 44.5
10 － 19 22.1 21.0 22.8 35.6 － 43.6 53.3
20 － 30.6 45.2 32.9 55.2 － 57.4 60.5
職種
事務 21.3 25.1 23.5 － － 36.8 48.4 ＊ 2
技術、研究 17.5 24.0 22.5 － －
生産、技能 19.1 19.3 18.3 － － 36.8 45.2
販売、サービス 16.9 16.0 18.0 － － 33.6 40.6
雇用形態
一般 21.0 23.2 21.3 － － － －
パート 5.4 1.2 3.8 － － － －
役職
課長クラス 29.5 39.6 31.2 ＊
3
－ － － －
係長クラス 27.7 30.9 32.2 － － － －
役職なし 14.2 15.2 15.1 － － － －
労働組合あり 36.4 － － － 44.0 （38.2） （46.2）
労働組合なし 7.5 11.4 17.6 35.5 ＊ 4
注：
＊ 1：もとの報告書には記載がなく、他の表から別に算出した。





業所票にもとづく表 5 － 3，5 － 4 の指摘は、
いわば盛り返しの傾向であった。それが個人票
にもとづくこの表 5 － 5 で、ふたたび衰えの傾
向をしめす。どの企業規模をとってもいえる。
たとえば 5,000 人以上規模をとる。1990 年代ま
では 40％代の、それも後半が多かったのが、
2000 年期には 4 割をわる。低下のていどは大
きくないが、あきらかに低下している。中小規
模になると低下度は大きくなる。たとえば 100
―299 人規模をとる。1977 年には 42％であっ





















が女のほぼ倍である点は、1977 年も 2009 年と
かわりない。勤続年数におうじて関心度が高ま
る傾向もかわっていない。一見、勤続による差
が減少したかにみえる。77 年、勤続 1 年未満
の 13％が 20 年以上では 60％に達し、差は 40
ポイントをこえる。他方、2009 年は 20 ポイン







































































































2004 1999 1994 1989 1984 1977
企業規模
計 23.1 28.9 42.3 41.7 51.0 52.4
5000 － 45.9 48.1 61.2 66.1 63.2 60.4
1000 － 4999 39.0 40.1 51.3 61.4 61.2 60.3
300 － 999 26.1 37.5 47.0 50.5 51.9 55.4
100 － 299 24.3 32.5 37.0 33.9 41.7 44.2
50 － 99 13.8 19.7 34.1 26.6 － －
30 － 99 9.0 10.8 － － － －
労働組合あり 53.0 54.4 62.6 － － 60.6




















2009 2004 1999 1977
企業規模
計 29.1 19.0 23.4 30.3
5,000 － 32.9 23.5 － 30.2
1,000 － 4,999 33.8 23.4 － 31.8
300 － 999 25.8 15.9 － 31.9
100 － 299 26.8 15.3 － 27.9
50 － 99 30.9 19.2 － －
30 － 29 30.3 10.2 － －
男 34.6 22.0 29.7 34.8
女 21.8 13.6 11.1 16.2
勤続年数
1 年未満 28.1 9.8 12.3 17.6
1 － 4 25.4 14.1 17.3 23.4
5 － 9 30.5 18.1 18.0 28.4
10 － 19 32.2 21.9 29.6 35.7
20 － 29.8 22.4 29.0 39.6
職種
事務 32.7 20.3 20.1 32.2
技術、研究 32.0 30.0 34.4 ＊ 1
生産、技能 18.7 10.5 17.4 29.1
雇用形態
一般 32.0 19.7 24.7 －
パート 15.7 9.5 8.3 －
役職
課長クラス 46.1 33.1 39.9 －
係長クラス 42.3 24.7 38.2 －
役職なし 22.5 14.6 15.8




































表 5 － 7 から、盛り返しの傾向が読みとれる。
大半のグループでその傾向がみとめられる。企
業規模計ですらその傾向がみられる。1977 年
30.3％がいったんは 99、04 年には 20％前後に
おちるけれど、2009 年には 29.1％へあがる。
5,000 人規模以上をとる。77 年 30.2％が、04 年
には 23.5％にさがるが、2009 年 32.9％とわず
かながら 77 年を上回るにいたった。おなじく
1,000 － 4,999 人規模も、差は小さいながら




年未満層、1 － 4 年層、5 － 9 年層である。ほ
かに 2009 年が 1977 年にとどかなくとも、盛り
返しの傾向のグループも結構ある。300 － 999
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